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厚生労働科学研究費補助金（長寿科学総合研究事業） 

地域要因に基づいた在宅医療・介護連携推進に関する研究 

－汎用性の高い在宅医療・介護連携推進・ガイドラインの作成 

分担研究報告書 

 

三鷹市における在宅医療推進の促進・阻害要因に関する研究 

研究分担者 神﨑恒一 杏林大学医学部高齢医学（教授） 

 

研究要旨：【目的】本分担研究では、東京都三鷹市において平成 27 年度から行っている

在宅医療推進事業の進捗を確認すること。 【方法】在宅医療委員会ならびに在宅医療・介護

連携推進協議会に参加し、実績調査を行った。 【結果】下部部会と併せて計 44 回の在

宅医療・介護連携推進関連委員会が開催された。そのなかで、ア～クの進捗を具体的に

確認する作業が行われた。実態調査において、在宅医療（訪問診療・往診）の実施率が

低いこと、しかしながら、今後在宅医療に取り組む意向を示す医師は多くないこと、そ

の理由として時間外の業務に対応できないこと、などが挙げられた。したがって今後、

休日、夜間等に対応できる複数医師との連携体制の構築や患者の状態変化の受け入れ病

床の確保などが必要であることが浮き彫りとなった。このような課題に対して、後方支

援病床利用事業の運用が始まった。また、登録制の当番宅直体制の構築が進められてい

ること、連携支援窓口が設置され業務を開始したこと、ICT 連携推進事業として MCS の

運用が始まったこと、などが確認できた。3年の間に一定の成果を挙げるに至ったのは、

国が成果を求める形で事業推進を行ったためと考えられる。 

Ａ．研究目的 

超高齢者社会にあるわが国において、従

来の病院完結型医療から地域完結型医療に

転換するための重要な施策のひとつとして、

平成 27 年 4 月より在宅医療・介護連携推進

事業が推進されている。具体的には（ア）～

（ク）の項目のひとつひとつの進捗を確認

する作業が求められている。 

 
本分担研究では、東京都三鷹市において

平成 27 年度から行っている在宅医療推進

事業の進捗に関する調査を行った。 

 

ちなみに、三鷹市は東京 23 区の西隣に位

置し、人口約 18万人、高齢化率 20.6%の都

市である。医療機関数は約 310 施設、うち

病院は 8 つである。また、地域包括支援セ

ンターは７ヵ所、訪問看護ステーションは

７ヵ所ある。 

 

 

Ｂ．研究方法 

 東京都三鷹市で開催された在宅医療委員

会ならびに在宅医療・介護連携推進協議会

（計 6回開催）に参加し、実績を調査した。

なお、在宅医療・介護連携推進協議会の下部

部会として、ア、ウ、エ、オを扱う第一検討

部会とカ、キを扱う第二検討部会に分かれ
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ている。 

 

第一検討部会、第二検討部会とも各計 19 回

開催された。（この成果はすなわち（イ）の

成果に相当する） 

 

Ｃ．研究結果 

 ア～クの進捗は以下の表のとおり。 

 

 

以下、このなかで特筆事項について述べる。 

（ア）地域の医療・介護資源の把握につい

て：訪問診療（往診を含む）を行っている医

科、歯科、薬局向けに実態調査を行った。実

施数ならびに回答数（率）は以下のとおり。 

 

 

質問の中で、「現在在宅医療（訪問診療・往

診）を実施していますか」の問いに対して、

実施していないが 83%、往診を実施している

が 14%、訪問診療を実施しているが 8%であ

った。 

 

「実施していない」と回答した医師に対し

て、今後取り組み意向があるか？の問いに
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対する回答は、「意向はない」の回答が 70%

を占めた。 

 
その理由は、スタッフ不足（53%）、体力的に

厳しい（44%）、看取りや夜間などの時間外の

対応に不安がある（40%）が上位を占めた。 

 

さらに、三鷹市において在宅医療を行う医

師をふやすために必要なことは？の問いに

対して、「休日、夜間等に対応できる複数医

師との連携体制」（65%）、「患者の状態変化の

受け入れ病床の確保」（61%）が上位を占め

た。 

 

「休日、夜間等に対応できる複数医師との

連携体制」の必要性の回答を受けて、医師会

として、在宅医療を行っている医療機関す

べてに対して登録制で当番宅直（オンコー

ルで電話対応もしくは往診を行う）を行う

体制の構築を進めている。その際、ファース

トコールは主治医で、主治医の指示のもと

に当番医が対応すること、当番は患者数で

はなく頭割りとすることなどが、現在議論

されている。 

 また、（ウ）切れ目のない在宅医療と介護

の提供体制の構築推進に関して、今年度か

ら後方支援病床利用事業が開始された。こ

れは、以下のようなルールで運営されてい

る。 

 

 

 

 

在宅医、後方支援病院とも登録制であり、入

院の適応を判断するのは在宅医である。在

宅医は入院の適応ありと判断した際、後方

支援病院に FAX で連絡し、病院は原則とし

てこれを受け入れなければならない、但し、

入院は緊急性のある場合は除かれ、翌日以

降の入院となる。また、入院期間は 14日以

内であり、退院先は在宅となることが原則

担保される。これまでのところ 6 例が運用

された。 
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（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援の

「ICT連携推進事業の検討・活用状況の把握」

について、現在、在宅医療多職種連携 ICT

（Medical care station; MCS）を情報連携

ツールとして使用し始めている。これは

LINEのように個々の患者に対してスレッド

を立てて、そこに医師、看護師、ケアマネを

はじめとする関係職種が情報を書き込む形

式になっている。 

 最後に懸案であった（オ）在宅医療・介護

連携支援窓口について、「連携窓口みたか」

が 10月に行政、健康福祉部高齢者支援科内

に設置された。ここには専従者 1 名（看護

師）と専任者 1 名が配置されており、図の

ような業務を担っている。 

 
平成 29 年 10 月 1 日～平成 30 年 1 月 31 日

の実績は、ケアマネからの相談 8 件、看護

師からの相談 3件（病院 2件, 訪問 1件）、

医師からの相談 2 件、地域包括支援センタ

ーからの相談 2 件、他市の窓口からの相談

1件、薬剤師からの相談 1件、市民からの相

談 1件となっている。 

 

Ｄ. 考察 

 本研究班では、地域要因を考慮した汎用

性の高い在宅医療・介護連携推進ガイドラ

インの作成にむけて愛知県郊外、千葉県柏

市、東京都三鷹市での在宅医療・介護連携推

進の実態調査を行ってきたが、各地域で進

捗は異なっている。柏市はすでに行政主体

の在宅医療・介護連携運営部署がすでに十

分機能しており事業が推進されている。一

方、愛知県郊外は訪問看護ステーションが

主体となって在宅医療・介護連携の推進を

図っているが、それほど進んでおらず、その

理由のひとつは行政の関与が弱いことであ

る。一方、三鷹市では、医師会が主体となっ

て在宅医療・介護連携の推進を図ってきた

が、行政の積極的関与の低さのためか、連携

支援窓口設置がなかなか進まなかった。そ

のような状況の中、ようやく平成 29 年 10

月に「連携窓口みたか」が設置され、業務を

開始した。 

またこれと前後して、後方支援病床利用

事業の運用が開始され、在宅医療医の主体

で入院病床が確保できる体制が構築された

ことは特筆点である。後方支援病床は病状

悪化（緊急時は除く）だけでなく、レスパイ

ト、看取りも適応となる点で、在宅医を支援

する事業として有用と考える。 

さらに、未開始ながら、オンコールの当番

性宅直システムは、これもアンケート結果

から有用なシステムになることが予想され

る。 

ICT による情報連携に関しては、ようやく

Medical care station（MCS）の運用が開始

され、登録者は 200 名近くにまで上ってい

る。一部の医師はheavy userになっており、

このシステムが広がることが予想される。

ただし、セキュリティーの問題は今後検証

が必要である。 

本研究事業が開始された平成 27 年時に

は、ア～クについて何も存在しなかった三

鷹市において平成 29 年度には、かなりの成

果が得られつつある。 
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成果報告を求める形で国が事業展開を推進

することで、このような成果が得られたの

ではないかと考える。 

 

Ｅ．結論 

 東京都三鷹市の在宅医療委員会、在宅医

療・介護連携推進協議会に参加し、在宅医

療・介護連携の推進の進捗について調査し

た。下部部会と併せて計 44 回の在宅医療・

介護連携推進関連委員会が開催された。そ

のなかで、ア～クの進捗を具体的に確認す

る作業が行われた。在宅医療（訪問診療・往

診）の実施率が低いこと、今後取り組む意向

を示す医師は多くないこと、その理由とし

て、時間外の業務に対応できないこと、した

がって、休日、夜間等に対応できる複数医師

との連携体制の構築や患者の状態変化の受

け入れ病床の確保などが必要であることが

浮き彫りとなった。このような課題に対し

て、後方支援病床利用事業の運用が始まっ

たことは画期的であり、さらに登録制の当

番宅直体制の構築が進められている。また、

連携支援窓口が設置され、業務を開始して

いる。以上、国の求める事業に対して、一定

の成果を挙げるに至ったと考える。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ. 研究発表 

1. 論文発表 

1. 神﨑恒一：Ⅷ 専門職の養成強化 日本

老年医学会専門医．実地診療のための最

新認知症学 76： 334-338，2018． 

 

2. 学会発表 

 なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 

 なし 

 

2.実用新案登録 

 なし 

 

3.その他 

 なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


